
（別紙様式４）

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の称号
又は名称及び住所

法人番号

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備考

危機管理型水位計運営システム使用契約

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長　池田　豊人
大阪府大阪市中央区大手前１丁目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

平成30年7月27日
一般財団法人河川情報センター
東京都千代田区麹町１丁目３番地ニッセイ半蔵門ビル

3010005000132

 本件は、近畿地方整備局が設置する危機管理
型水位計について、水位計が観測した水位情
報等を携帯電話回線を通じ、一般財団法人河
川情報センター(以下「河川情報センター」)が構
築した危機管理型水位計共同運用システム(以
下「共同運用システム」)に収集し、河川管理
者、市町村、一般住民に対して適時適切に提供
するものである。
河川情報センターは、国及び地方公共団体の
水位情報を収集、加工し、市町村や一般住民に
提供する「市町村向け川の防災情報」及び「一
般国民向け川の防災情報」（以下「川の防災情
報」）を独自に構築した者であり、共同運用シス
テムの基幹システムは、川の防災情報と同様の
機能を有するものであるため、同システムを活
用するとネットワークの再構築等に多額の費用
を要することなく大幅なコスト削減に寄与するこ
とができる。
  このように河川情報センターは、現状におい
て、河川に関する情報の収集、加工、提供を行
い、国民の生命・財産を水害等から守ることに
資することができ、河川情報に関する災害時優
先通信でき、また川の防災情報システムの知的
財産権を有している唯一の団体である。
  また本件については、参画するすべての河川
管理者が共同運用システムを活用する必要が
あることから、システムの管理･運営について
は、国・地方公共団体間での取り決めにより、
河川情報センターを管理運営機関として特定し
ている。
  以上のことから、「公共調達の適正化につい
て」(平成18 年8 月25 日、財計第2017号）の記
１．(2)①「競争性のない随意契約によらざるを
得ない場合におけるイ(二)「地方公共団体との
取り決めにより、契約の相手方が一に定められ
ているもの」に該当するため、本業務について

2,405,706.48 2,405,706.48 100%
単価契約
予定調達総額
2,405,706円

交安２７号西原地区歩道設置事業外不動産鑑定評価等業務　（そ
の２）

分任支出負担行為担当官
福知山河川国道事務所長　国土交通技官　　久内　伸夫
京都府福知山市字堀小字今岡２４５９－１４

平成30年7月5日
吉岡不動産鑑定事務所
京都府亀岡市篠町馬堀広道３番地３３

　本業務は、福知山河川国道事務所施
工の事業に伴い用地買収に必要となる
綾部市西原地区外の不動産鑑定評価
等を行う業務である。　本業務の契約
方式は、交安２７号西原地区歩道設置
事業外不動産鑑定評価等業務（その
１）及び交安２７号西原地区歩道設置事
業外不動産鑑定評価等業務（その２）
に関する企画提案の公募を行い、その
内容を総合的に評価し、契約の相手方
をそれぞれ特定する企画競争方式であ
る。　参加可能業者が最低１０者あるこ
とを確認のうえ、企画提案書の提出を
公募したところ、申請期間内に５者から
説明書等の交付依頼があり、５者から
企画提案書の提出があった。　提出さ
れた企画提案書を評価した結果、上記
業者の提案型者に比べて総合的に優
れており、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方とするも
のである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令
第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100%
単価契約
予定調達総額
4,751,913円

交安２７号西原地区歩道設置事業外不動産鑑定評価等業務　（そ
の１）

分任支出負担行為担当官
福知山河川国道事務所長　国土交通技官　　久内　伸夫
京都府福知山市字堀小字今岡２４５９－１４

平成30年7月9日
不動産鑑定ネットワークサービス株式会社
京都府宇治市木幡西浦６２－２

4130001033726

　本業務は、福知山河川国道事務所施
工の事業に伴い用地買収に必要となる
綾部市西原地区外の不動産鑑定評価
等を行う業務である。　本業務の契約
方式は、交安２７号西原地区歩道設置
事業外不動産鑑定評価等業務（その
１）及び交安２７号西原地区歩道設置事
業外不動産鑑定評価等業務（その２）
に関する企画提案の公募を行い、その
内容を総合的に評価し、契約の相手方
をそれぞれ特定する企画競争方式であ
る。　参加可能業者が最低１０者あるこ
とを確認のうえ、企画提案書の提出を
公募したところ、申請期間内に５者から
説明書等の交付依頼があり、５者から
企画提案書の提出があった。　提出さ
れた企画提案書を評価した結果、上記
業者の提案型者に比べて総合的に優
れており、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方とするも
のである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令
第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100%
単価契約
予定調達総額
4,751,913円

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



（別紙様式４）

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の称号
又は名称及び住所

法人番号

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

平成３０年度由良川緊急治水対策事業に係る阿良須遺跡の発掘調
査

分任支出負担行為担当官
福知山河川国道事務所長　国土交通技官　　久内　伸夫
京都府福知山市字堀小字今岡２４５９－１４

平成30年7月23日
（財）京都府埋蔵文化財調査研究センター
京都府向日市寺戸町南垣内４０－３

　本業務は、由良川緊急治水対策事業
予定地における埋蔵文化財について、
文化財保護法第９９条（地方公共団体
による発掘の施行）第２項に基づき発
掘調査（整理等作業）を実施するもので
ある。　当該地方公共団体である京都
府教育委員会へ発掘調査の実施を依
頼したところ、上記相手方に発掘調査
の実施を依頼するよう通知を受けてい
る。　以上のことから、上記相手方と委
託契約を行うものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令
第１０２条の４第３号

－ 7,076,160 －

淀川三川合流部水理特性研究業務
分任支出負担行為担当官
淀川河川事務所長　国土交通技官　　東出　成記
大阪府枚方市新町２－２－１０

平成30年7月27日
　学校法人中央大学　中央大学研究開発機構
東京都文京区春日１丁目１３－２７

4010105000221

本業務は、複雑な水理条件にある淀川
三川合流点において、未解明である三
川の流量規模に応じた洪水伝搬特性
の検証を行い、水位低減に寄与する淀
川本川の河道や三川合流点の形状等
を研究するものである。本業務の契約
方式は、企画提案の公募を行い、その
内容を総合的に評価し、契約の相手方
を特定する企画競争方式である。参加
可能業者が最低１０者あることを確認
のうえ、企画提案書の提出を公募した
ところ、申請期間内に１者から説明書
等の交付依頼があり、そのうち１者から
企画提案書の提出があった。提出され
た企画提案書を評価した結果、適切な
提案と認められたため、上記業者を契
約の相手方とするものである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令
第１０２条の４第３号

－ 9,882,000 －

国道９号黒田地区外不動産表示登記申請等業務
分任支出負担行為担当官　近畿地方整備局
豊岡河川国道事務所長　増田　安弘
兵庫県豊岡市幸町１０－３

平成30年7月3日
公益社団法人兵庫県公共嘱託登記土地家屋調査士協会
兵庫県神戸市中央区下山手通５－７－６

2140005001515

　本業務は、過年度において一般競争により上
記業者と契約した国道９号交通安全鐘尾地区
他表示登記等業務において、公共用地取得に
伴う分筆登記等の表示登記を行うために必要と
なる資料調査や現地調査は完了しているもの
の、履行期限内に用地売買契約締結にまで至
らなかったため履行することができなかった分
筆登記等の表示登記申請手続き等を今年度に
おいて行うものである。
  分筆登記等の法定添付情報である地積測量
図の作成者は、その図面に表示された土地に
ついて実際に調査・測量を行った者である必要
があり（昭和６１年９月２９日民三第７２７１号民
事局長回答）、また、調査・測量と登記申請手続
きは一連の業務であり切り離すことはできない
とされており、調査・測量、地積測量図の作成及
び登記申請手続きは一体不可分の作業であ
る。
  また、平成２３年に法務省における分筆登記
等の表示登記時における実地調査に係る指針
が改正され、その後管轄法務局ごとに順次、登
記官による実地調査が積極的に実施されるよう
になったが、この実地調査はその土地を調査・
測量し、現地の状況に精通した者以外では対応
できない。
  なお、随意契約を締結することにより、別途発
注した場合に必要となる資料調査や現地調査
が不要となり、事業執行の効率化に寄与するも
のである。
  従って、本業務を履行できるのは、過年度にお
いて国道９号交通安全鐘尾地区他表示登記等
業務を実施した者のみであるため、上記の相手
方と随意契約を締結するものである。

25,841.16 25,812 99%
単価契約
予定調達総額
1,348,797円

豊岡河川国道事務所技術資料整理補助業務
分任支出負担行為担当官　近畿地方整備局
豊岡河川国道事務所長　増田　安弘
兵庫県豊岡市幸町１０－３

平成30年7月18日
株式会社近畿地域づくりセンター
兵庫県豊岡市寿町１１－３０

8120001178700

本業務は、近畿地方整備局 豊岡河川
国道事務所が発注する業務に関する
技術資料の整理補助を行うものであ
る。本業務の契約方式は、企画提案の
公募を行い、その内容を総合的に評価
し、契約の相手方を特定する企画競争
方式である。参加可能業者が最低１０
者あることを確認のうえ、企画提案書
の提出を公募したところ、申請期間内
に１者から説明書等の交付依頼があ
り、その１者から企画提案書の提出が
あった。提出された企画提案書を評価
した結果、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方とするも
のである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令
第１０２条の４第３号

4,633,200 4,633,200 100%



（別紙様式４）

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の称号
又は名称及び住所

法人番号

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

紀伊山系砂防事務所管内不動産鑑定評価業務（その１）
分任支出負担行為担当官
紀伊山系砂防事務所長　国土交通技官　　吉村　元吾
奈良県五條市三在町１６８１

平成30年7月3日
有限会社紀州不動産鑑定事務所
和歌山県田辺市末広町５－４６

3170002008682

　本業務は、紀伊山系砂防事務所にお
ける用地買収等のために必要となる標
準地等の鑑定評価及び鑑定評価書（意
見書等を含む。）の作成等を行う業務で
ある。　本業務の契約方式は、紀伊山
系砂防事務所管内不動産鑑定評価業
務（その１）及び紀伊山系砂防事務所
管内不動産鑑定評価業務（その２）に
関する企画提案の公募を行い、その内
容を総合的に評価し、契約の相手方を
それぞれ特定する企画競争方式であ
る。　参加可能業者が最低１０者あるこ
とを確認のうえ、企画提案書の提出を
公募したところ、申請期間内に７者から
説明書等の交付依頼があり、３者から
企画提案書の提出があった。　提出さ
れた企画提案書を評価した結果、上記
業者の提案が他社に比べ総合的に優
れており、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方とするも
のである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令
第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100%
単価契約
予定調達総額
2,152,008円

紀伊山系砂防事務所管内不動産鑑定評価業務（その２）
分任支出負担行為担当官
紀伊山系砂防事務所長　国土交通技官　　吉村　元吾
奈良県五條市三在町１６８１

平成30年7月5日
株式会社倉田総合鑑定
奈良県奈良市法蓮町１６３－１　新大宮愛正寺ビル３Ｆ

8150001004572

　本業務は、紀伊山系砂防事務所にお
ける用地買収等のために必要となる標
準地等の鑑定評価及び鑑定評価書（意
見書等を含む。）の作成等を行う業務で
ある。　本業務の契約方式は、紀伊山
系砂防事務所管内不動産鑑定評価業
務（その１）及び紀伊山系砂防事務所
管内不動産鑑定評価業務（その２）に
関する企画提案の公募を行い、その内
容を総合的に評価し、契約の相手方を
それぞれ特定する企画競争方式であ
る。　参加可能業者が最低１０者あるこ
とを確認のうえ、企画提案書の提出を
公募したところ、申請期間内に７者から
説明書等の交付依頼があり、３者から
企画提案書の提出があった。　提出さ
れた企画提案書を評価した結果、上記
業者の提案が他社に比べ総合的に優
れており、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方とするも
のである。

会計法第２９条の３第４項及び予決令
第１０２条の４第３号

312,120 312,120 100%
単価契約
予定調達総額
1,992,600円


